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ＮＰＯ法（特定非営利活動促進法）が施行されてから、１２月１日で１年が経った。この間に認証された法人は千を越え、ＮＰＯの活動が社会に認められてきたように思う。しかし、法律は施行されたものの、ＮＰＯが自立して活動していくためにはまだ不十分な面が残っており、今後そういったことの改善に努めていく必要がある。

１．ＮＰＯについて

  ＮＰＯとは

ＮＰＯとは、非営利組織（Non－Profit Organization）のことだ。ＮＰＯの活動は、次の１２分野に分かれている。保健・医療または福祉の増進、社会教育の推進、まちづくりの推進、文化・芸術またはスポーツの振興、環境の保全、災害救援活動、地域安全活動、人権の擁護または平和の推進、国際協力、男女共同参画社会の形成の促進、子どもの健全育成を図る、これらの活動を行う団体の運営または活動に関する連絡・助言または援助といったものだ。

ＮＰＯの活動が注目を浴び始めたのは、１９９５年頃からだ。阪神大震災の救援、復興においてＮＰＯが活躍した。それによってその年は「ＮＰＯ元年」とも呼ばれている。それをきっかけに、ＮＰＯの社会における重要性が認識されるようになってきたといえる。

  ＮＰＯとＮＧＯの違い

ところで、ＮＰＯと似たような活動をする団体に、ＮＧＯというものがある。ＮＧＯとは、非政府組織（Ｎon-Governmental Organization）のことだ。実際のところ、ＮＧＯとＮＰＯの活動などはほとんど重なっていると言える。しかし、あえて言えば、ＮＧＯは国際会議のような場でオブザーバーとして発言する機会が保障されていて、そういう場で民間団体を指す時に使われているようだ。それに対してＮＰＯは、営利を目的とはしていない、民間が作った団体のことを言う。それでも、ＮＧＯとＮＰＯの間には、はっきりとした違いがあるとは言いにくい。ただ、それぞれが登場する場所の違いによって分類されているようだ。                

２．ＮＰＯ法について
  ＮＰＯ法の内容

ＮＰＯ法の正式名称は「特定非営利活動促進法」だ。この法は、「特定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること等により、ボランティア活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進し、もって公益の増進に寄与することを目的と」している。この法律には、特定非営利活動の定義や、通則、団体の設立、管理、解散および合併などについてや、税法上の特例、罰則についてのことが定められている。

ＮＰＯ法施行までの動き
１９９５年の阪神大震災後、ＮＰＯの重要性が認識されたことをきっかけに、ＮＰＯの活動を支援していくためにはきちんとした法整備が必要だと考えられた。政府・与党によりプロジェクトチームが発足されたことを始めとして、各党からも法案が提出され、１９９８年の成立に至った。だが、この法律の成立には、ＮＰＯの働きかけがあったことも事実だ。また、超党派でつくられたＮＰＯ議員連盟や、自民党でも党ＮＰＯ特別委員会が設立されており、それらの活動も法成立につながった。

  ＮＰＯ法の課題

ＮＰＯ法は施行されたが、活動を行っている市民団体の多くは、優秀な人材を雇えず、資金が集まらず、予算不足で人を雇えないという悪循環に陥りがちだ。ＮＰＯが自立し、活動を続け、更なる発展を遂げるためには、財政基盤を固めることが不可欠だ。そのためには税制の優遇措置が必要だ。ＮＰＯ法が議員立法された際には、「施行２年以内に税制を含めた制度を見直す」という決議がなされている。それを実現させるため、ＮＰＯ議員連盟は優遇措置を求め、提言を出している。日本では、ＮＰＯに対する個人の寄付が少なく、活動を支える基盤としては不十分だ。それを増やすためには、ＮＰＯへの寄付を所得から控除したり、税額を控除したりする必要がある。ＮＰＯに寄付をすることにより、市民は社会サービスの担い手、中身を選ぶことができる。そしてそれらを支援するということは、自らが直接活動に参加することと変わらない。しかし、税金を集め、再配分するシステムを握る政治家や行政は権力の一部を失う可能性がある。そのため、大蔵省や自民党内には慎重論が強い。

また、税優遇が実現されても、優遇を適用されるＮＰＯをどういう機関が、どういう基準で決めるのかという問題もある。自民党のＮＰＯ特別委員会は、優遇の認定は「経済企画庁や都道府県が国税庁と協議して」としている。一方、ＮＰＯなどの団体「ＮＰＯ／ＮＧＯに関する税・法人制度改革連絡会」や民主党は、「行政から独立した第三者的機関が、明確な基準で認定する」としている。

          ＮＰＯへの寄付が所得から控除されれば、よりＮＰＯへの寄付がしやすくなる。そして、寄付をすることは、市民が社会参加をすることでもある。税金を納めてはいても、その使い道に関心を持っている人は少ないのではないかと思う。それよりは、市民自身が自分の意思でＮＰＯに寄付をすることで、積極的に社会を変えていこうとする市民になるべきではないだろうか。

３．海外のＮＰＯ
ここで、日本と海外（アメリカ、イギリス、フランス、ドイツ）におけるＮＰＯの法人制度、租税制度（税の優遇）を比較してみる。

日本では、営利目的の法人（株式会社等）については準則主義（登記所への届け出）で設立できるが、非営利目的の法人については、準則主義で設立できない。またその法人のうち、公益法人については、主務官庁の許可が必要だ。税の優遇については、株式会社等の普通法人が寄付した場合は、一般寄付金の枠内で損金算入が可能だが、個人が寄付した場合には特別な所得控除はない。

それに対してアメリカでは、法人格の取得は各州の州法によって規定されている。どの州でも、非営利団体は準則主義によって簡単に法人格を取得できる。税の優遇については、慈善等を目的とする団体への寄付は、一定の限度内で損金算入・所得控除できる。イギリスでは、チャリティという制度があり、チャリティ委員会が内国歳入庁と連携して、団体の公益性などを審査して、チャリティ資格を認可する。法人格については、会社法に基づき法人格を取得することができる。チャリティ団体は寄付者が納めた所得税について、相当する額分の交付を受けることができる。寄付者が個人の場合は、原則として所得控除できないが、給与から天引きすればできる制度がある。フランスでは、非営利目的の法人は、準則主義によって簡単に設立できる（届出非営利社団）。そのうちで、公益性が高いものは、「公益社団」となることができる。前者への寄付は、損金算入・所得控除できない。後者への寄付は、一定の限度内でそれができる。ドイツでは、法人格の取得は、ドイツ民法典及び各州の社団法、財団法などにより規定されている。非営利目的の社団は、準則主義によって簡単に設立できる。免税適格団体のうち一定の条件を満たす団体への寄付は、損金算入・所得控除ができる。

国によって違いはあるが、基本的には損金算入・所得控除ができるようだ。 
           イギリスでは、ボランティアは行政・企業に次ぐ第三の重要部分とされている。１９９８年には、政府とボランティア団体との協定である「コンパクト」が締結されている。この「コンパクト」では、政府は団体の独立性を認めたうえで資金提供など支援を行う、団体は質の高い運営を行い利用者らへの説明義務を果たす、といったことが結ばれていて、政府と市民団体のパートナーシップの原則が定められている。イギリスやドイツなどの国では、「あらゆる社会問題の解決の核心は市民の参加」と考えられている。それに比べて日本では、いまだにこういった考えは定着してはいないように思う。政府・行政側が市民活動を完全に信用していないことも原因ではないだろうか。これまでのように政府・行政側が権力を握っていこうとするようでは、市民主体の社会はやってこないと思う。

    最後に

私は以前から、ボランティア活動やＮＰＯ、ＮＧＯの活動に興味を持っていた。しかし、活動そのものについてはもちろん、そういう活動をしている個人、団体が抱える問題などについてはほとんど目を向けたことがなかった。ＮＰＯ法が施行されたことは知ってはいたが、具体的な内容に関しては、全くと言っていいほど知らなかった。そんな時、ＮＰＯ法が施行から１年を迎え、この機会に自分なりに考えてみようと思った。いろいろな資料をもとに調べていくうちに、ＮＰＯが今抱えている問題を知ることができた。ＮＰＯの活動は、最近注目を浴びてきてはいる。しかし、ＮＰＯそのものについてやその活動についての、一般市民、自治体、そして政府・行政側の理解は不十分だ。だが、そんな状況の中でも、ＮＰＯの活動が社会に貢献し、社会を動かす力となっているのも事実だ。そして今後もその流れは大きくなり、ＮＰＯの重要性は増していくことだろう。そのためにも、ＮＰＯが活動しやすくすることが必要だ。今ＮＰＯが抱える一番の問題は、財政基盤の不足だ。確実に活動に結びつくだけの財政基盤を確保しなければ、活動を維持していくのは難しい。財政基盤を確立するには、やはり、税制の優遇が不可欠だ。それに関する要望や提言は出されているものの、それを受ける政府・行政側の反応が積極的ではないことが残念だ。大蔵省のように、ＮＰＯに対する理解を自ら示そうとせず、かたくなに税優遇に反対しているところもある。しかし考えてみれば、政党や政治家への寄付には控除制度がある。寄付によって市民が社会参加をしようとしているという面では同じことであるはずなのに、ＮＰＯへの寄付には優遇が認められないのはおかしいのではないかと思う。ＮＰＯ等、市民が主体となった社会を作っていくためには、法律の改正も必要かもしれない。しかしそれだけではなく、政府・行政側の姿勢を変えていく必要があるのではないだろうか。

今後も税制の優遇については議論されていくことだろう。その中で、政府・行政側がどういう結果を出してくれるか、見守っていきたいと思う。ＮＰＯの活動がさらにしやすくなり、もっといろいろな面で活躍できることを期待したい。そして、自分もそれに協力できたらいいと思う。
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